事 業 者 指 針（案）新旧対照表
	改　正　案
	現　行

	１　指針作成の目的

　　この指針は、大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号。以下「条例」という。）第49条第２項に基づき、個人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の保護を図るため、事業者が自主的に個人情報の保護のための適切な措置を講ずる際のよりどころとなるよう作成したものである。

　　個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）等の法令及び個人情報の保護に関する法律ガイドライン（通則編）（平成28年個人情報保護委員会告示第６号）、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成26年特定個人情報保護委員会告示第５号）等のガイドラインを遵守するとともに、条例及び本指針に基づくものとする。
２　　（略）
３　対象とする個人情報
(1)　この指針において「個人情報」とは、条例第47条第１項に規定する個人情報をいう。
(2)　（削除）
(2)　この指針は、情報処理形態のいかんにかかわらず、事業者がその事業活動に伴って取り扱う個人情報のすべてを対象とする。

４　個人情報の収集

(1)～(4)　　（略）
　(5)　以上の制限のほか、個人情報の本人以外のものからの収集は、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限る。
５　個人情報の利用又は提供

(1)　個人情報の利用又は提供は、原則として、収集したときの目的の範囲内で行う。

(2)　収集したときの目的の範囲を超えて個人情報を利用し、又は提供するときは、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限る。
(3)　 （削除）
６　個人情報の適正な管理

(1)～(4)　　（略）
(5)　個人情報を取り扱う事業を外部に委託するときは、個人情報の保護のために必要な措置を講ずる。
７　要配慮個人情報の取扱い
条例第47条第２項に規定する要配慮個人情報については、個人の権利利益を侵害することのないよう特に慎重に取り扱う。
(1)　（削除）
(2)　（削除）
８　自己に関する個人情報の開示等

(1)　本人から自己に関する個人情報について開示の請求を受けたときは、原則として、これに応ずる。

(2)　本人から自己に関する個人情報について内容が事実でないという理由によって訂正、追加又は削除の請求を受けたときは、原則として、取扱目的の達成に必要な範囲内において、必要な調査を行い、その結果に基づき、訂正、追加又は削除を行う。
(3)　本人から自己に関する個人情報について取扱目的を達成するために必要な範囲を超えて収集されているという理由、適法かつ公正な手段により収集されたものでないという理由、本人外収集の制限に違反して収集されたものであるという理由又は利用の制限に違反して利用されているという理由によって、利用の停止又は消去の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。

(4)　本人から自己に関する個人情報について提供の制限に違反して提供されているという理由によって、提供の停止の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。
(5)  (1)から(4)において、本人から請求された措置の全部又は一部について、その措置をとらない場合又はその措置と異なる措置をとる場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努める。

９～11　（略）

12　　（削除）

	１　指針作成の目的

　　この指針は、大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号）第49条第２項に基づき、個人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の保護を図るため、事業者が自主的に個人情報の保護のための適切な措置を講ずる際のよりどころとなるよう作成したものである。

２　　（略）
３　対象とする個人情報
(1)　この指針において「個人情報」とは、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るものをいう。
(2)　 この指針において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。なお、特定個人情報は、個人情報に含まれるものである。
(3) 　この指針は、情報処理形態のいかんにかかわらず、事業者がその事業活動に伴って取り扱う個人情報のすべてを対象とする。
４　個人情報の収集

(1)～(4)　　（略）
　(5)　以上の制限のほか、個人情報（特定個人情報を除く。）の本人以外のものからの収集は、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限り、また、特定個人情報の収集は、番号法に規定されている場合に限る。
５　個人情報の利用又は提供

(1)　個人情報（特定個人情報を除く。）の利用又は提供は、原則として、収集したときの目的の範囲内で行う。

(2)　収集したときの目的の範囲を超えて個人情報（特定個人情報を除く。）を利用し、又は提供するときは、本人の同意がある場合又は本人の権利利益を不当に侵害するおそれがない場合に限る。
(3)　特定個人情報の利用又は提供は、番号法に規定されている場合に限る。
６　個人情報の適正な管理
(1)～(4)　　（略）
(5)　個人情報を取り扱う事業を外部に委託するときは、個人情報の保護のために必要な措置を講ずる。なお、特定個人情報にあっては、委託者は、委託先において、番号法に基づき委託者自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるよう必要かつ適切な監督をおこなわなければならない。
７　特に慎重な取扱いを要する個人情報
次に掲げる個人情報については、個人の権利利益を侵害することのないよう特に慎重に取り扱う。
(1)　思想、信仰、信条その他の心身に関する基本的な個人情報
(2)　社会的差別の原因となるおそれのある個人情報
８　自己に関する個人情報の開示等

(1)　本人から自己に関する個人情報について開示を求められたときは、原則として、これに応ずる。

(2)　本人から自己に関する個人情報について内容が事実でないという理由によって訂正、追加又は削除を求められたときは、原則として、取扱目的の達成に必要な範囲内において、必要な調査を行い、その結果に基づき、訂正、追加又は削除を行う。
(3)　本人から自己に関する個人情報について取扱目的を達成するために必要な範囲を超えて収集されているという理由、適法かつ公正な手段により収集されたものでないという理由、本人外収集の制限に違反して収集されたものであるという理由又は利用の制限に違反して利用されているという理由によって、利用の停止又は消去を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。

(4)　本人から自己に関する個人情報について提供の制限に違反して提供されているという理由によって、提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときは、原則として、これに応ずる。
(5)  (1)から(4)において、本人から求められた措置の全部又は一部について、その措置をとらない場合又はその措置と異なる措置をとる場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努める。
９～11　（略）
12　特定個人情報の適正な取扱い
　　特定個人情報の取扱いについては、上記各項目のほか、国が定めた特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（平成26年特定個人情報保護委員会告示第５号）を遵守し、適正に取り扱う。
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